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WHO report on the global tobacco epidemic, 2015 を読んで 

 

大阪府立成人病センターがん予防情報センター顧問 大島 明 

喫煙は日本人の疾病と死亡の、単一で、最大かつ回避可能な原因である。そして、「たばこの使用及び

たばこの煙にさらされることの広がりを継続的かつ実質的に減少させる」ことを目的とした「たばこの

規制に関する世界保健機関枠組条約」（WHO Framework Convention on Tobacco Control, FCTC）が発

効してからすでに 10 年が経過した。小文では、2015 年 7 月 7 日に発刊された「たばこの蔓延に関する

WHO報告 2015年版」（WHO report on the global tobacco epidemic, 2015, Raising tax on tobacco, 

http://www.who.int/tobacco/global_report/2015/en/）の概要を紹介するとともに、日本のたばこ規制の

現状と課題に関して述べることとする。 

このシリーズの WHO 報告は各国からのたばこ規制の取組みの進捗状況の報告を受けて、これまでに

2008 年、2009 年、2011 年、2013 年の 4 回出版されており、今回が第 5 版である。なお、2014 年 10

月モスクワで開催された第 6 回締約国会議において第 6 条（たばこの需要を減少させるための価格及び

課税に関する措置）履行のためのガイドラインが採択されたことを受け、今回の第 5版には、副題 Raising 

tax on tobaccoが付されている。 

  

まず、このレポートから各分野の取組みの 4 段階評価（優、良、可、不可に分類し、M では不明も不

可とする）の結果を引用して下記の図に示した。柱の中の数値は、各評価の国の数である。 

 

http://www.who.int/tobacco/global_report/2015/en/
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各分野の最高評価である優は下記の取組みの場合とされている。 

(M) 成人および未成年のたばこ使用率の、最新で代表的で定期的なデータの提出 

(P) すべての公共的な場所の完全禁煙法制（あるいは地方レベルの完全禁煙法制に少なくとも国民の

90％がカバーされていること） 

(O) 国レベルのクイットライン(電話による禁煙無料相談)があること、そして NRT及び他の禁煙治療サ

ービスの費用がカバーされていること 

(W) たばこパッケージにおける警告表示：警告表示の占める面積が表面・裏面の面積の 50％以上、およ

び画像を含むなどの 7つの要件（省略）をすべてクリアしていること 

(W) メディアによる反たばこキャンペーン：たばこ規制を支援するよう企画された国レベルのキャンペ

ーンで、少なくとも 3週間継続し、2012年 7月から 2014年 6月まで実施され、テレビ・ラジオでの放

送を含め 8つの要件（省略）のうち少なくとも 7つ満たしていること 

(E) すべての形の、直接および間接広告の禁止 

(R) 最も売れ筋の紙巻きたばこの小売価格のうち税の占める割合が 75％超 

日本のたばこ規制の取組みは、M 以外では最高ランクの優とは評価されていない。P では不可（完全

禁煙法制の公共の場所が 2 つまで、日本はゼロ）、O では良（NRT および/あるいは他の禁煙治療サービ

スがあり、少なくともその一つの費用がカバーされている、さらに国レベルのクイットラインがあれば

優となるが、日本はこの要件はクリアしていない）、W (警告表示）では可（パッケージの健康警告表示

の面積が 30-49％の範囲で、画像を含むなどの要件をクリアせず、日本は 30％）、W（メディアキャンペ

ーン）では不可（日本では 2012年 7月から 2014年 6月まで少なくとも 3週間継続するキャンペーンは

実施されていない）、E では不可（日本では広告が禁止されていない）、R では良（最も売れ筋の紙巻た

ばこの税が小売価格に占める割合が 51–75%の範囲、日本は 64.36％）と評価されている。 

 

以下の図は、レポートに示されたMを除く各分野での最高評価の評価をされた世界の国々である。 

強力な完全禁煙法制は最も広く採用されている政策手段で、全世界で 13 億人がカバーされている。 
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高所得国の半数では国レベルのクイットラインを有している。 

 

 

 

2012 年から 2014 年の 2 年間に、画像入りの警告表示をする国が 12 増加した。 
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よくデザインされた、持続的な反たばこのマスメディアキャンペーンはたばこ使用を減少させる。全世界の半数以上の

人口が、過去 2年間に少なくとも 3 週間継続したテレビ/ラジオでの、要件をクリアした国レベルでの反たばこのマスメ

ディアキャンペーンが行われた国に住んでいる。 

 

 

 

たばこの広告、販売促進、後援を完全禁止している国は、8 億 3200 万人の人口の 29 カ国にすぎない。 
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小売価格のうち 75％超の十分に高い税の割合を有する国は 33 カ国、人口 6.9 億人（世界人口の 10％）にすぎない。 

 

 

2004 年 6 月に FCTC を批准して以降の日本の取組みとしては、P では、2014 年の労働安全衛生法の

改正、O では 2006 年度からの禁煙治療への保険適用、2013 年度からのがん診療連携拠点病院の機能強

化事業の一環としてのクイットラインの設置、Rでは 2010年 10月のたばこ税・価格の引き上げがある。

しかし、労働安全衛生法による受動喫煙の防止は、「事業者及び事業場の実情に応じ適切な措置を講ずる

ことを努力義務とする」にとどまったし、クイットラインは 51の都道府県がん診療連携拠点病院のうち

設置されたのは 5 病院（9.8%）だけで国レベルのクイットラインとは到底言うことはできない。また、

2010年のたばこ税の引き上げは喫煙率の低下などの大きな効果を一時的にもたらしたが、便乗値上げも

なされたため、最も売れ筋の紙巻たばこの小売価格のうち税が占める割合は 64.36％にとどまっている。

これらのため、日本のMPOWERの各分野における評価は、2008年の第 1版以降、2015年の第 5版に

至るまで不変のままで全く進展は認められていない。国民栄養調査による喫煙率の推移である。2022年

には「喫煙率 12％」（健康日本 21、第 2 次）との数値目標を設定したからには、最近の喫煙率の減少の

停滞を深刻に受け止め、諸外国の成功事例に倣って、FCTC の各条項の完全履行に取り組むべきである

と考える。 

 

レポートの付録（Appendix IX: Tax and price data の Table9.1.0）からいくつかの先進国の最も売れ

筋の紙巻きたばこ 1箱(20本)の価格を見ると（表 1）、日本では 4.22国際ドル（購買力平価換算）であり、

オーストラリアの 10.99 国際ドル、フランスの 7.76 国際ドル、ドイツの 6.45 国際ドル、英国の 11.01

国際ドル、米国の 6.23国際ドルなどと比較して日本のたばこはいまだ非常に廉価なままとどまっている。 
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表１. 最も売れ筋の紙巻たばこ 1箱の価格（2014年）

 

 

図．フランスにおけるたばこ価格、喫煙率と肺がん死亡率の推移 

 
上記の図は、フランスにおけるたばこ価格、喫煙率、肺がん死亡率の推移を示したものをレポートか

ら引用して示した。継続的なたばこ価格・税の引き上げが重要であることがよくわかる。 

 

たばこ税の引き上げは、2010年 10月の引き上げで日本も経験したように、喫煙率の減少だけでなく、

たばこ税収の増加をももたらす。これは、たばこ消費の価格弾力性が -0.3程度であるためである。従っ
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て、たばこ税の引き上げは、喫煙率の減少だけでなく、たばこ税収とたばこの売り上げの増加をももた

らし、関係者すべてが win-win となる。しかも、たばこ税の引き上げは、その実施にかかる経費は他の

取組みに比して極めて少ない。このレポートの前書きに書かれているように、「たばこという致命的な製

品を買いづらくするためのたばこ税の引き上げは、たばこ使用を減少させる、あるいは未成年の使用開

始を防ぐためのもっとも費用効果的に優れた手段である」（「Dr Tim Evans, Senior Director, and 

Patricio Marquez, Lead Health Specialist, Health, Nutrition and Population Global Practice, World 

Bank Group.」より）。 

 

ところで、厚生労働大臣の諮問機関「保健医療 2035」懇談会(座長：渋谷健司東京大学大学院医学系研

究科国際保健政策学教室教授)が 2015年 6月 9日に「保健医療 2035」の提言書を公表したが

（http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/shakaihoshou/hokeniryou2035/future/）、

この提言書の、ビジョンの 2番目の「ライフ・デザイン～主体的選択を社会で支える～」のⅱ）「人々が

健康になれる社会環境を作り、健康なライフスタイルを支える」には「たばこフリー」社会の実現をあ

げ）、「2020 年の東京オリンピック開催までに、受動喫煙のない『たばこフリー』オリンピックを実現す

ることを目指す。このため、東京都と連携し、そのための法律的整理を速やかに行う。また、2035 年ま

での早期に喫煙者自体をゼロに近づけるため、たばこ税増税、たばこの広告・パッケージ規制、喫煙者

に対する禁煙指導・治療、子ども防煙教育のさらなる促進などのあらゆる手段を講ずる」としている。 

この提言書を踏まえて、がん対策推進基本計画や健康日本 21の改訂においては、たばこ規制の具体的

な取り組みにまで踏み込んだ記述がなされるよう、そしてたばこ規制の先進国に倣っての具体的な環境

整備の取り組みが早急に実施されるよう、今から関係各方面に強力に働きかけていく必要がある。 

 

(以上) 

 

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hokabunya/shakaihoshou/hokeniryou2035/future/

